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１．事業概要

（１）

① 給　水
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② 施　設　
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③ 料　金

料金表（税抜き）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

松前町

松前町水道事業

計 画 期 間 ：

10

～

管 路 延 長

0.158

供 用 開 始 年 月 日 昭和３２年　５月　１日

水 源

松前町水道事業経営戦略

事業の現況

　料金は、公正妥当なものでなければならず、かつ、能率的な経営の下における適正な原価を基礎とし、公営企
業の健全な運営を確保するため、総括原価方式（原価+支払利息+資産維持費3％）を基本に、客観的公平を確
保できるため、口径別料金体系を採用しています。
　料金体系は、昭和５６年以来の改定を令和５年９月に実施し、用途別料金体系から口径別料金体系へ変更して
います。

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 6,488

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

4

施 設 利 用 率 40.9

計 画 給 水 人 口 19,300

現 在 給 水 人 口 6,001法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）

㎥／日

令和５年　９月　１日

103.8

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

メーター料金
（１か月につき）

基本料金
（１か月につき）

13ｍｍ 800円 1,100円
使用水量5ｍ3ま
で無料

20ｍｍ 900円 1,200円
使用水量6ｍ3ま
で無料

25ｍｍ 1,000円 2,400円
使用水量7ｍ3ま
で無料

30ｍｍ 1,200円 4,000円
使用水量10ｍ3ま
で無料

40ｍｍ 1,400円 8,500円
使用水量10ｍ3ま
で無料

50ｍｍ 3,700円 15,300円
使用水量20ｍ3ま
で無料

75ｍｍ 4,500円 22,300円
使用水量50ｍ3ま
で無料

100ｍｍ 5,200円 23,700円
使用水量100ｍ3

まで無料

備考　使用水量が0ｍ3の場合は、メーター料金のみを徴収する。

水量料金（１か月につき）

料金
メーター
口径

左の使用水量を超え

1ｍ3増加毎に150円



④ 組　織

＜組織体制＞

＜職員数・職種・年齢構成等＞
水道係の組織体制

職種 職員数 年齢 備考

課長補佐 １人 50代 水道技術管理者

主任技師 １人 60代 再任用職員

主任技師 １人 40代

主事 ２人 30代

合計 ５人

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

これまでの主な経営健全化の取組

①　施設の統廃合
　当初は１上水道、６簡易水道がありましたが、昭和５４年及び昭和５６年に統合し、１上水道、３簡易水道となりました。また、簡易水道は法適
用としており、上水道と合わせて１つの特別会計としています。

②　人員削減
　昭和５５年度に１６名だった職員は、各種業務委託、施設監視システムの導入、機構改革などにより、現在は５名まで削減されています。ま
た、上水道の浄水場は急速ろ過であり、運転管理は有人による２４時間体制で委託していましたが、今後の人材確保が難しくなることから、令
和２年度に自動制御運転に改良し、委託業務を廃止しています。

　別紙、経営比較分析表のとおり。

松前町長 建設水道課

土木係

建築係

水道係



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

　国立社会保障・人口問題研究所における推計により給水人口を算出しています。減少率は年間約４％で推移しています。

料金収入の見通し

　令和５年９月に料金改定を行い一時的に収益は改善しておりますが、人口減少の影響は避けられないため、収益は年間2％程度の減少を続
ける見込みです。５年ごとに料金改定の見直しを行うため、令和１０年度以降には料金改定が必要となる見込みです。

水需要の予測

給水人口の予測

　水需要の予測は、令和4年度実績値に基づき算出しています。一人一日平均使用水量（232ℓ）及び一人一日最大配水量（433ℓ）に給水人口を
乗じた値で推計しています。引込管での漏水が多く、有収率は50％台と低迷しており、使用水量と配水量とは2倍ほどの差が生じています。

（人

（ｍ3 ）



（４）

単位：人

職種 1980年 1990年 2000年 2010年 2020年 2024年 2034年 2045年

技術職員 10 6 5 3 3 3 2 2

事務職員 6 6 5 4 3 2 2 2

合計 16 12 10 7 6 5 4 4

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

　松前町水道ビジョンに示される「持続」、「安全」、「強靭」の理想像に基づき経営基盤の強化を図っていきます。

「持続」　いつまでも安定して供給できる水道
　・近隣水道事業者と広域化の検討と発展的な広域化の推進
　・施設の更新に合わせ、将来の水需要を見据えた効率的な施設の配置と再構築
　・収支見通しの把握と料金収入の確保
「安全」　みんなが安心して飲める水道
　・原水水質に適した浄水処理の継続
　・原水や浄水処理過程におけるリスクの監視、管理を強化
　・水質異常時の対応などの取り組みの推進
　・水の安全に関する情報公開
「強靭」　災害に対応できる水道
　・管路の耐震化
　・災害時の応急給水、応急復旧体制の構築
　・近隣の水道事業者や業者との災害時の連絡体制の構築

組織の見通し

目 標 　水道水の安定供給を目指し、老朽化した施設を計画的に更新する。

・法定耐用年数を超過した管路は４０％を超えているが、管種、継手、設置環境により実耐用年数は異なるため、それぞれの管路において更新
評価を行い、漏水の危険性のある管路を優先的に更新していきます。
・漏水のほとんどが引込管で発生しているため、配水管の改良と同時に引込管も改良し、有収率（令和４年度実績値：53.6％）60％を目指しま
す。
・機械設備の更新も法定耐用年数による更新によらず、使用実績等により独自の更新年数を設定し、更新していきます。
・上水道の水源地の維持管理及び施設の更新費用を考慮すると、当時より少なくなった使用水量を確保でき、浄水場から近い水源地に変更す
ることが、大幅な費用の削減と、安定した維持管理ができるものと考え、令和6年度において大松前川の流量調査を実施します。この結果次第
では、上水道の水源地の変更が可能となるため、令和7年度以降の施設更新計画が大幅に変更となるため、見直しを行います。

　松前町の水道事業は建設水道課が担っており、水道係の技師３名（内1名は再任用職員）、事務職２名（内１名は会計年度任用職員）の合計
５名が従事しています。３つある簡易水道施設の一部の管理は民間委託していますが、上水道の維持管理は直営で行っているため、若い世代
への技術の継承が必要となっています。また、突発的な事故にも対応が必要なことから、最低2名以上の技術職員が必要と思われます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

当町単独では事業規模が小さく民間の資金活用は困難であると考えます。

アセットマネジメントを活用し、施設更新費用の平準化を目指します。

　令和５年９月に料金改定を行いましたが、令和１０年度以降は赤字となる見込みです。料金改定後、５年ごとに見直しの検討を行いますが、料
金改定は必然となる見込みです。

目 標 自己資金と借入のバランスを図り、内部留保資金を一定額確保する。

②　収支計画のうち財源についての説明

・上水道については当面の間、企業債の借入を見込まず、自己資金内での改良とします。
・簡易水道については、建設改良費の1/2を企業債、1/2を辺地債で賄うものとします。
・一般会計からの補助金は以下を見込んでいます。
　基準内繰り入れ
　　①　消火栓に係る維持管理負担金
　　②　企業債元利償還の1/2
　　③　児童手当
　基準外繰り入れ
　　①　会計システムの簡水減価償却分
　　②　簡水人件費相当分
　　③　簡水建設改良費の一般財源の10％
　　④　辺地債補助分

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

松前上水道の水源地の変更は、将来的な導水管の更新経費及び維持管理費の大幅な削減となるた
め、検討を進めます。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

管路の更新において需要に合わせた口径縮小を検討するとともに、経済性の優れた管への交換を検
討し、将来の維持管理費の削減に努めます。

そ の 他 の 取 組
漏水事故等により利用者に迷惑をかけることも想定されることから、迅速に修理又は応急措置ができ
るような体制づくりと、町民の理解と協力が得られるような広報活動に努めます。

当面の間は広域化は見込めませんが、ソフト面での連携の可能性については、今後も協議を継続して
いきます。

広 域 化

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

・人件費については損益勘定職員は増減はないものとし、毎年度2％の増加を見込んでいます。
・資本勘定の人件費については、令和7年度に1名退職、令和13年度の1名退職に伴い1名採用を見込んでいます。
・その他の事務費、維持管理費については、令和6年度の予算額を考慮し、一定額としています。
・固定資産除却費は建設改良費の3％程度としています。



②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

本経営戦略は毎年度進捗状況を検証するとともに、設備や管路等の状況及び収支見通しに合わせて
３年ごとに見直しをすることにより、将来的な水道事業の健全経営を図っていきます。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

簡易水道については建設改良費の1/2を企業債で賄う見込みです。

操出基準以外の繰入金については、財政部門と協議しながら可能なかぎり圧縮に努めます。

令和5年9月に10％程度の料金改定を行いましたが、令和10年度以降に赤字となる見込みです。5年ご
とに料金の見直しの検討を行うこととしていますが、令和10年度以降の料金改定は必然となる見込み
です。

現時点では該当となる資産はありませんが、将来的に生じた場合には有効活用を検討します。

そ の 他 の 取 組 必要に応じて検討していきます。

企 業 債

繰 入 金


